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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第117期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第116期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（百万円） 11,762 46,108

経常利益（百万円） 144 571

四半期純利益又は当期純損失（△）（百万円） 115 △866

純資産額（百万円） 4,903 4,578

総資産額（百万円） 22,016 21,339

１株当たり純資産額（円） 7.89 6.80

１株当たり四半期純利益金額又は当期純損失金

額（円）
0.39 △2.99

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利

益金額（円）
0.34 ―

自己資本比率（％） 21.9 21.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△593 △679

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△27 3,970

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
280 △5,964

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高

（百万円）
957 1,299

従業員数（人） 225 224

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。　

３．第116期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 225 (45)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間平均人員（８時間換算）を外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 89 (20)

（注）従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（　）内に年間平均人員（８時間換算）を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

新素材事業部門（百万円） 39

採石事業部門（百万円） 273

合計（百万円） 312

　（注）１．金額は販売原価であり、セグメント間取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2) 受注実績

該当事項はありません。

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

石炭事業部門（百万円） 8,169

新素材事業部門（百万円） 136

採石事業部門（百万円） 439

建材・機材事業部門（百万円） 2,625

その他の部門（百万円） 391

合計（百万円） 11,762

　（注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。

２．販売実績の「主な相手先別」は、当該割合が100分の10以上の相手先がないため、記載はおこなっておりませ

ん。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２【経営上の重要な契約等】

単独株式移転による持株会社の設立

　平成20年５月30日開催の当社取締役会及び平成20年６月27日開催の当社定時株主総会において、単独株式移転

により持株会社「住石ホールディングス株式会社」を設立することを決議いたしました。　

 (1) 株式移転の目的

　　当社グループが、事業環境の急激な変化にあっても、安定的な成長を続けていくためには、複数の事業特性が異

なる事業分野において、それぞれの市場環境に応じて機動的な事業展開を進めていくことが不可欠であると判

断し、持株会社体制へ移行することといたしました。

　持株会社を親会社とし、その後完全子会社（事業会社）を複数の事業会社に分割することにより、グループ全

体の経営と個別事業を分離して、それぞれの権限と責任を明確化し、持株会社は事業環境の変化に応じてグ

ループ全体の経営効率の向上を図り、事業子会社の経営の自由度を高めて自立・成長を促し、当社グループの

企業価値を向上させてまいります。

 (2) 株式移転の方法等

　①　株式移転の方法

　会社法第772条第１項に定める単独株式移転の方法によります。

　②　株式移転比率

　 住石ホールディングス株式会社 住友石炭鉱業株式会社

　普通株式 0.2 1

　第二種優先株式 1 1

       (注)1.当社普通株式１株に対して住石ホールディングス株式会社普通株式0.2株を割当交付いたします。ま

た、当社第二種優先株式１株に対して住石ホールディングス株式会社第二種優先株式１株を割当

交付いたします。

          2.住石ホールディングス株式会社普通株式の単元株式数は100株とします。また、住石ホールディング

ス株式会社第二種優先株式の単元株式数は500株とします。

　　　　　3.株式移転により交付する新株式数（予定）

　　　　　　　普通株式                58,876,443株

　　　　　　　第二種優先株式　　　     7,140,000株

            （平成20年３月末における発行済株式数をもとに記載しております（自己株式を除く）。優先株式

の転換が行われた場合には普通株式数は変動します。）

   ③　株式移転の日程

　 平成20年５月30日(金)　　　　株式移転取締役会決議

   平成20年６月27日(金)　　　　株式移転承認定時株主総会

   平成20年９月25日(木)予定　　当社株式上場廃止日　　　　　　　

   平成20年10月１日(水)予定　　持株会社設立登記日　

   平成20年10月１日(水)予定　　株式移転の効力発生日　

   平成20年10月１日(水)予定　　持株会社上場日　　　　　　　

   平成20年11月下旬予定　　　　株券交付日

　(3) 株式移転の後の株式移転完全親会社となる会社の概要

　 商号　　　　　　住石ホールディングス株式会社

　 本店の所在　　　東京都港区

　 代表者の氏名　　亀田　郁朗

　 資本金の額　　　2,500百万円

　 純資産の額　　　未定

　 総資産の額　　　未定

　 事業の内容　　　グループ会社の経営管理及びそれに附帯する業務

　(4) 会計処理の概要

  企業会計上の「共通支配下の取引」として処理する予定であります。
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３【財政状態及び経営成績の分析】

(1）業績の概況

　当第１四半期における我が国の経済は、原燃料価格の一段の上昇や米国景気回復の遅れなどを背景に企業の設備投資

や個人消費の伸びが鈍化するなど、景気は減速感を強めました。

　当社グループを取り巻く事業環境につきましては、公共工事の縮小などを背景とした分野では厳しい状況となったも

のの、全般としては概ね順調に推移しました。

　当第１四半期連結会計期間の業績は売上高117億６千２百万円、営業利益１億９千４百万円、経常利益１億４千４百万

円、四半期純利益１億１千５百万円となりました。　

　事業部門別に見ると、石炭事業部門では、販売数量の増加と石炭価格の上昇により売上高は81億６千９百万円、営業利

益は２億７百万円となりました。

　新素材事業部門では、売上高は１億３千６百万円となり、営業利益は４千３百万円となりました。

　採石事業部門では、悪天候による工事の遅れ等の影響もあって、売上高は４億３千９百万円、営業利益は２千万円とな

りました。

　建材・機材事業部門では、昨年７月に大阪支店を閉鎖したこともあり売上高は26億２千５百万円、営業利益は４千万

円となりました。

　その他の部門では、売上高は３億９千１百万円、営業利益は１千５百万円となりました。

（注）金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）　

　当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益が１億２千万円と

なったものの、たな卸資産の増加、訴訟和解金の支払等により５億９千３百万円の支出となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、２千７百万円の支出となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、石炭輸入に係る運転資金の増加に伴い短期借入金が増加したことなどから２

億８千万円の収入となりました。

　この結果、現金及び現金同等物は当期首に比べ３億４千１百万円減少し、９億５千７百万円となりました。

(3）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、たな卸資産や時価評価による投資有価証券の増加などから前連結会計年度

末に比べて６億７千７百万円増加し、220億１千６百万円となりました。　 

　総負債は、仕入債務及び短期借入金の増加などにより前連結会計年度末に比べて３億５千３百万円増加し、171億１千

３百万円となりました。　 

　純資産は、四半期純利益の計上及びその他有価証券評価差額金の増加などから前連結会計年度末に比べて３億２千４

百万円増加し49億３百万円となり、自己資本比率は21.9%となりました。　 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更又は新たに生

じた課題はありません。 

(5）研究開発活動　

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、新素材事業部門において支出した３百万

円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 680,160,000

第一回第二種優先株式 7,140,000

第一回第三種優先株式 35,714,000

計 723,014,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在
発行数（株）

（平成20年８月14日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 294,429,958 294,429,958

東京証券取引所

（市場第一部）

大阪証券取引所

（市場第一部）

（注）１

第一回第二種優先株式 7,140,000 7,140,000 ― （注）２

計 301,569,958 301,569,958 ― ―

　（注）１　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。

　（注）２　第一回第二種優先株式の内容は次のとおりであります。

１　優先株式配当金

(1）優先株式配当金

第115期事業年度までの各事業年度　　１株につき７円

第116期事業年度以降の各事業年度　　１株につき14円

第一回第二種優先株主又は第一回第二種優先登録株式質権者（以下「本優先株主等」という。）に対し

ては、普通株主、普通登録株式質権者、第一回第三種優先株主及び第一回第三種優先登録株式質権者に先立

ち、第一回第二種優先株式配当金を支払う。

(2）非累積型

ある事業年度において本優先株主等に対して支払う剰余金の配当の額が第一回第二種優先株式配当金

の額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(3）非参加型

本優先株主等に対しては、第一回第二種優先株式配当金を超えて配当は行わない。

２　残余財産の分配

当社が残余財産を分配するときは、本優先株主等に対し、普通株主及び普通登録株式質権者に先立ち第一

回第二種優先株式１株につき350円を支払う。第一回第二種優先株式及び第一回第三種優先株式の残余財産

の支払順位は同順位とする。上記に定めるほか、本優先株主等に対しては残余財産の分配は行わない。

３　株式の分割又は併合、新株引受権等の付与

当社は、法令に定める場合を除き、第一回第二種優先株式について株式の併合又は分割を行わない。当社

は、本優先株主等には、新株引受権又は新株予約権もしくは新株予約権付社債の引受権を与えない。

４　買受

当社は、普通株式、第一回第二種優先株式又は第一回第三種優先株式のうち、いずれか一つのみ、二つのみ、

又は全ての種類につき、その全部又は一部の買受けを行うことができる。
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５　消却

当社は、取締役会の決議をもって、その有する普通株式、第一回第二種優先株式又は第一回第三種優先株式

のうち、いずれか一つのみ、二つのみ、又は全ての種類につき、その全部又は一部の消却を行うことができる。

６　議決権

第一回第二種優先株主は、法令に定める場合を除き、当社株主総会において議決権を有しない。

７　転換予約権

(1）転換を請求し得べき期間

第111期事業年度から第115期事業年度までの各事業年度の末日（当日が銀行休業日の場合は直前の銀

行営業日）及び平成19年９月12日から平成44年８月９日までとする。

(2）転換の条件

第一回第二種優先株式は、下記の転換の条件で当社の普通株式に転換することができる。

①　当初転換価額

当初転換価額は、普通株式１株当たり60円とする。

②　転換価額の調整

(A）第一回第二種優先株式発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算

式（以下「転換価額調整式」という。）により調整する。なお、次の算式において「既発行普通株式

数」とは、当社の発行済普通株式総数（ただし、普通株式に係る自己株式数を除く。）をいう。

    
既発行

普通株式数
＋
新規発行・処分

普通株式数
×
１株当たり

払込金額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×
  １株当たり時価

既発行普通株式数 ＋ 新規発行・処分普通株式数

(a）下記②(C)で規定する転換価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行

又は処分する場合、調整後の転換価額は、払込期日の翌日以降、又は募集のための株主割当日がある

場合はその日の翌日以降これを適用する。

(b）株式の分割により普通株式を発行する場合、調整後の転換価額は、株式の分割のための株主割当日

の翌日以降これを適用する。ただし、配当可能利益から資本に組み入れられることを条件としてそ

の部分をもって株式の分割により普通株式を発行する旨取締役会で決議する場合で、当該配当可能

利益の資本組入の決議をする株主総会の終結の日以前の日を株式の分割のための株主割当日とす

る場合には、調整後の転換価額は、当該配当可能利益の資本組入の決議をした株主総会の終結の日

の翌日以降、これを適用する。

(c）転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式に転換できる証券、又は転

換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を請求できる新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合、調整後の転換価額は、その発行日

に、又は募集のための株主割当日がある場合はその日の終わりに、発行される証券の全額が転換又

は全ての新株予約権が行使されたものとみなし、その発行日の翌日以降又はその割当日の翌日以降

これを適用する。

(B）前記②(A)に掲げる場合のほか、合併、資本の減少又は普通株式の併合等により転換価額の調整を必

要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。

(C）転換価額調整式に使用する１株当たりの時価は、調整後転換価額を適用する日（ただし、上記②

(A)(b)ただし書きの場合には株主割当日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券

取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない

日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。
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(D）転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効な転換

価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある場合はその日、ま

た、株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１か月前の日における当社の発行済普通

株式数とする。

(E）転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入す

る。

(F）転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にとどまる

ときは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要とする事由が発生

し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整中の転換前転換価額に代えて調整前転換価額からこ

の差額を差し引いた額を使用する。

③　転換により発行すべき普通株式数

第一回第二種優先株式の転換により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。

転換により発行すべき

普通株式数
＝

優先株主が転換請求のため

に提出した第一回第二種

優先株式の発行価額総額

÷ 転換価額

発行株式数の算出に当たって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨てる。

８　強制転換条項

平成44年８月９日までに転換請求がなかった第一回第二種優先株式は、会社法第170条の規定による転換

の効力発生日において、第一回第二種優先株式１株の払込金相当額を平成44年８月９日に先立つ45取引日目

に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示

を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）で除して得られる数の普通株式となる。ただし、平均値の計

算は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。この場合当該平均値が52円を下回る

ときは、第一回第二種優先株式１株の払込金相当額を52円で除して得られる数の普通株式となる。また、当該

平均値が120円を上回るときは、第一回第二種優先株式１株の払込金相当額を120円で除して得られる数の普

通株式となる。上記の普通株式数の算出に当たっては、小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入し

た上で、１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを取り扱う。

９　転換予約権の行使又は強制転換があった場合の取り扱い

第一回第二種優先株式の転換により発行された普通株式に対する最初の剰余金の配当は、７に定める転換

予約権の行使又は８に定める強制転換がなされた時の属する事業年度の初めにおいて転換があったものと

みなしてこれを支払う。

10　配当起算日

第一回第二種優先株式に対する配当起算日は平成14年４月１日とする。

11　上記各項については、各種の法令に基づく必要手続の効力発生を条件とする。

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
 
（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成20年４月１日～
平成20年６月30日 － 301,569,958 － 3,462 － －

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。　
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載する

ことができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 第二種優先株式　  7,140,000 ―
「１(1)②発行済株式」の記載

を参照

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　　       47,500 
―

権利内容に何ら限定のない

当社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　 　　 294,234,500 588,282 同上

単元未満株式 普通株式　　　　    147,958 ― 同上

発行済株式総数
普通株式　　  　294,429,958

第二種優先株式 　 7,140,000
― ―

総株主の議決権 ― 588,282 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が93,500株含まれております。な

お、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数187個は「議決権の数」欄には含まれておりません。

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

（自己保有株式）

住友石炭鉱業株式会社

東京都港区新橋

二丁目12番15号
47,500 ― 47,500 0.02

計 ― 47,500 ― 47,500 0.02

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 92 127 151

最低（円） 75 83 103

　（注）　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。　
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けて

おります。

　なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年７月１日をもって新日本監査法人から名

称変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 965 1,307

受取手形及び売掛金 4,923 4,886

商品 1,957 1,397

製品 206 184

原材料 16 19

仕掛品 128 112

半成工事 616 591

貯蔵品 20 8

繰延税金資産 259 259

その他 668 591

貸倒引当金 △15 △23

流動資産合計 9,749 9,337

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 982

※1
 998

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 335

※1
 379

土地 5,836 5,843

建設仮勘定 10 5

その他（純額） ※1
 48

※1
 51

有形固定資産合計 7,213 7,277

無形固定資産

その他 72 69

無形固定資産合計 72 69

投資その他の資産

投資有価証券 4,722 4,392

長期貸付金 3 6

その他 750 725

貸倒引当金 △494 △469

投資その他の資産合計 4,981 4,654

固定資産合計 12,267 12,002

資産合計 22,016 21,339
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,064 3,920

短期借入金 8,092 7,768

未払法人税等 5 14

引当金 43 68

その他 1,251 1,411

流動負債合計 13,457 13,184

固定負債

長期借入金 2,009 2,053

繰延税金負債 578 442

再評価に係る繰延税金負債 398 398

長期預り金 226 238

退職給付引当金 380 374

その他 61 67

固定負債合計 3,655 3,575

負債合計 17,113 16,760

純資産の部

株主資本

資本金 3,462 3,462

利益剰余金 787 672

自己株式 △20 △20

株主資本合計 4,229 4,114

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 867 662

繰延ヘッジ損益 1 1

土地再評価差額金 △276 △277

評価・換算差額等合計 592 387

少数株主持分 80 77

純資産合計 4,903 4,578

負債純資産合計 22,016 21,339
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 11,762

売上原価 10,998

売上総利益 764

販売費及び一般管理費 ※1
 570

営業利益 194

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 22

持分法による投資利益 6

固定資産賃貸料 17

その他 28

営業外収益合計 76

営業外費用

支払利息 67

手形売却損 11

その他 46

営業外費用合計 125

経常利益 144

特別利益

前期損益修正益 3

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 11

特別利益合計 15

特別損失

前期損益修正損 0

固定資産除売却損 0

減損損失 ※2
 39

特別損失合計 39

税金等調整前四半期純利益 120

法人税、住民税及び事業税 2

法人税等調整額 △1

法人税等合計 1

少数株主利益 3

四半期純利益 115
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 120

減価償却費 70

減損損失 39

貸倒引当金の増減額（△は減少） 16

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6

受取利息及び受取配当金 △22

支払利息 67

持分法による投資損益（△は益） △6

固定資産除売却損益（△は益） △0

売上債権の増減額（△は増加） 819

たな卸資産の増減額（△は増加） △632

仕入債務の増減額（△は減少） 144

未払消費税等の増減額（△は減少） 46

割引手形の増減額（△は減少） △760

その他 △171

小計 △264

利息及び配当金の受取額 42

利息の支払額 △56

法人税等の支払額 △15

訴訟和解金の支払額 △300

営業活動によるキャッシュ・フロー △593

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △19

有形固定資産の売却による収入 1

無形固定資産の取得による支出 △7

投資有価証券の取得による支出 △0

貸付けによる支出 △0

貸付金の回収による収入 2

その他 △4

投資活動によるキャッシュ・フロー △27

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 351

長期借入金の返済による支出 △70

自己株式の取得による支出 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 280

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △341

現金及び現金同等物の期首残高 1,299

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 957
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 （1）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更
たな卸資産
　従来、主として個別法による原価法、総平均法
による原価法及び総平均法による低価法によっ
ておりましたが、当第１四半期連結会計期間よ
り「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業
会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用さ
れたことに伴い、主として個別法及び総平均法
による原価法（貸借対照表価額については収益
性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算
出しております。これに伴う営業利益、経常利益
及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は
ありません。

（2）リース取引に関する会計基準の適用
所有権移転外ファイナンス・リース取引につ
いては、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会
計処理によっておりましたが、「リース取引に
関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成
５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平
成19年３月30日改正））及び「リース取引に関
する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用
指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計
士協会　会計制度委員会）、平成19年３月30日改
正））が平成20年４月１日以後開始する連結会
計年度に係る四半期連結財務諸表から適用する
ことができることになったことに伴い、当第１
四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を
適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっ
ております。また、所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産の減価償却の方法
については、リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法を採用しております。
なお、リース取引開始日がリース会計基準適
用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係
る方法に準じた会計処理を引き続き採用してお
ります。
これに伴う営業利益、経常利益及び税金等調
整前四半期純利益に与える影響はありません。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定

方法

　経営環境及び一時差異の発生状況に著しい変

化が生じていないと認められるので、繰延税金

資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会

計年度末において使用した将来の業績予測や

タックス・プランニングを利用する方法によっ

ております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　 該当事項はありません。　
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,918百万円であ

ります。

減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれてお

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、3,857百万円であ

ります。

同左

２　保証債務

(1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して次のとおり保証を行っております。

２　保証債務

(1）連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

対して次のとおり保証を行っております。

個人住宅ローン 795百万円

個人ゴルフ会員権ローン 14 

計 809　

個人住宅ローン 824百万円

個人ゴルフ会員権ローン 15 

計 840　

(2）豪州炭鉱跡地において、現地の法令による採炭地の

環境整備費用の支出に備えるため、現地金融機関に

信用状を開設しております。信用状開設額のうち、連

結財務諸表提出会社の既支払額を控除した金額は、

1,235百万円であります。

(2）豪州炭鉱跡地において、現地の法令による採炭地の

環境整備費用の支出に備えるため、現地金融機関に

信用状を開設しております。信用状開設額のうち、連

結財務諸表提出会社の既支払額を控除した金額は、

1,106百万円であります。

　３　受取手形割引高 2,341百万円

受取手形裏書譲渡高 47 
　３　受取手形割引高 3,101百万円

受取手形裏書譲渡高 90 
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（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の内訳

　主要な費目及び金額は次のとおりであります。

(1）運送費・港頭諸掛等 189百万円

(2）報酬・給料・賞与 182 

(3）退職給付費用 6 

(4）賃借料 20 

(5）光熱・水道費及び消耗品費 10 

(6）旅費・通信費 21 

(7）減価償却費 11 

(8）貸倒引当金繰入額 9 

※２　減損損失

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループは

以下の資産について減損損失を計上しております。

用途 場所  種類
減損損失

（百万円）

事業用資産
岩手県下閉

伊郡岩泉町

建物及び構築物、

機械装置等
11

土地 6

未経過リース料 21

（減損損失を認識するに至った経緯）　

　当第１四半期連結累計期間は期初の計画を下回る結果とな

り、通期でも前期に引き続き営業損失を計上する見込みであ

るため、固定資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

（回収可能価額の算定方法）

使用価値をもって回収可能価額を測定しております。な

お、減損対象となった資産については、いずれも将来キャッ

シュ・フローの見積額がマイナスになる見込となったため、

使用価値はゼロと評価しております。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 965百万円

預入期間が３ヶ月を超える

定期預金
△8 

現金及び現金同等物 957 
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　

平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  294,429千株
第一回二種優先株式 7,140千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  48千株

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。　

４．配当に関する事項

該当事項はありません。　
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　
石　炭
事業部門
(百万円)

新素材
事業部門
(百万円)

採　石
事業部門
(百万円)

建材・機材
事業部門
(百万円)

その他
の部門

(百万円)

計
　　　　　

(百万円)

消去又は
全　社

(百万円)

連　結
　

(百万円)

売上高         

(1) 外部顧客に対する

売上高
8,169 136 439 2,625 391 11,762 ― 11,762

(2) セグメント間の内部売

上高又は振替高
― ― 10 ― 10 20 (20) ―

計 8,169 136 449 2,625 402 11,782 (20) 11,762

営業利益 207 43 20 40 15 327 (133) 194

　（注）１　事業の種類の区分方法
内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な製品の名称又は事業の内容等
(1）石炭事業部門…………石炭の仕入れ及び販売
(2）新素材事業部門………工業用人工ダイヤモンドの製造、仕入及び販売
(3）採石事業部門…………砕石の採取、加工及び販売
(4）建材・機材事業部門…セメント、生コンクリート、ＡＬＣ等の各種建材並びに建設・運搬用機材、その他産

業用各種機材の仕入れ及び販売
(5）その他の部門…………貨物の輸送

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の記

載を省略しております。

【海外売上高】

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

重要な変動が認められないため、開示の対象から除いております。　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

当第１四半期連結決算日におけるデリバティブ取引については、為替予約取引のみであり、この取引については

ヘッジ会計を適用しているため、開示の対象から除いております。

（ストック・オプション等関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 7.89円 １株当たり純資産額 6.80円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 0.39円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
0.34円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益（百万円） 115

普通株主に帰属しない金額（百万円） －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 115

期中平均株式数（千株） 294,298

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額  

四半期純利益調整額（百万円） －

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用いられ

た普通株式増加数の内訳　
 

普通株式増加数（千株） 41,650

　（うち優先株式） (41,650)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前連結会計

年度末から重要な変動があったものの概要

　－
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（重要な後発事象）

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結子会社の譲渡

平成20年７月15日開催の当社取締役会において、連結子

会社である住ノ江海陸運輸株式会社の全株式を譲渡するこ

とを決議いたしました。

(1）株式譲渡の理由

　同社は、運送業が主たる業務の事業会社でありますが、現

在では当社事業との関連性もなくなったため、この度系列

会社で運送会社を保有し運送業のノウハウを有する大阪鋼

管株式会社へ、同社の全株式を譲渡することとしたもので

あります。

(2）当該事象の発生年月日

取締役会決議　　　　　　平成20年７月15日

株式譲渡契約締結　　　　平成20年８月１日

株式譲渡日　　　　　　　平成20年９月30日（予定）

(3）当該事象の内容

譲渡株式　　　住ノ江海陸運輸株式会社

譲渡株式数　　普通株式32,000株

　　　　　　（譲渡後の保有株式数：0株）

譲渡価額　　　120百万円

譲渡先　　　　大阪鋼管株式会社

(4）当該事象の連結損益及び損益に与える影響

本譲渡に伴い、当社は平成21年３月期の連結業績におい

て約200百万円を特別損失に計上する予定であります。

（リース取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

該当事項はありません。　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成２０年８月１４日

住友石炭鉱業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 金子　秀嗣　　㊞

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 原口　清治　　㊞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている住友石炭鉱業株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、住友石炭鉱業株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

追記情報

重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成２０年７月１５日開催の取締役会において、連結子会社である住ノ江海陸

運輸株式会社の全株式を譲渡することを決議した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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